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かかななががわわのの地地域域づづくくりりととワワーーケケーーシショョンン  
神神奈奈川川県県政政策策研研究究セセンンタターー11  

【【要要  旨旨】】  

人口減少社会を迎えている我が国では、「地域づくりの担い手」として地域や地域

の人びとと多様に関わる「関係人口」の拡大・深化を図る施策の検討が進んでいる。

「関係人口」として地域とのつながりを持つ外部の人びとは、その知見・技術・人脈

を生かして地域課題を解決する「担い手」となりうると期待されている。 

テレワークを活用しながら仕事と余暇を両立していく「ワーケーション」は、そう

した地域とのつながりを深めていくきっかけづくりとして、注目しうる。ワーケーシ

ョンの形態は、組織による研修・合宿から、比較的「個人の働き方の自由度」の少な

い組織によるＣＳＲ・ＳＤＧｓを推進する活動、フリーランスを中心とする比較的働

き方の自由度が高い個人の活動によるものまで、多岐に渡る。 

ワーケーションに関わるステークホルダー（主体）としては、企業（送り手側）、従

業員（利用者）、行政・地域（受け手側）、関連事業者（受け手側）が挙げられる。し

かし、現状では、ワーケーション制度を導入している企業はあまり見られない。従業

員がワーケーションという働き方を選択するには、送り手側である企業内の労務管理

制度の整備や、多様な働き方を容認する組織文化の拡がりも重要な要素となろう。 

本調査においては、ワーケーションは、仕事と余暇の両立という側面に留まらず、

新たな地を訪れることをきっかけに、訪れた地域への興味・関心を増し、より深く地

域を知り、長期的に地域とつながっていく可能性を秘めていることに着眼している。

そういった意味で、ワーケーションの推進は、「地域づくり」に無関係・無関心・無関

与な人を、繰り返しの訪問や複数拠点生活による「関係人口」や、移住による「定住

人口」へと段階的に近づけていく政策手段となりうるものである。 

このような観点から、本報告においては、「かながわの地域活性化ワーケーション

像」として、Ａ：近距離の地域から県内資源を活用するワーケーション、Ｂ：地域と

のつながりを重視したワーケーション、Ｃ：個人が自由に現地での時間の使い方を決

められるワーケーションを提起した。 

これら地域活性化に資するワーケーションの実現には、MaaS(Mobility as a 

Service)による交通手段の提供、自治体からの地域活動メニューの提示、利用者と地

域の橋渡しをする「地域コンシェルジュ」の設置、そして、地域資源のブランディン

グといった、行政による支援策が求められる。さらに、行政による、企業への制度導

入促進支援や、利用者への情報発信支援も有効な手段として考えられる。 

 
1 本稿にかかる調査・執筆は、大澤 幸憲、平田 実、細野 ゆり、元吉 悠太（特任研究員）が主に
担当した（50音順）。 
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本本号号のの特特集集テテーーママににつついいてて  

ポポスストトココロロナナをを見見据据ええたた地地域域づづくくりり  

――ワワーーケケーーシショョンンをを手手ががかかりりととししてて―― 

2021年度は、未曽有の新型コロナウイルス感染症拡大下において、社会の各分野

に大きな影響が出ているなか、神奈川県政策研究センターでは、部局のニーズに対

応した、コロナ下でこそ積極的に展開すべき調査テーマを２つ取り上げた。一つは、

「ＮＰＯの現状と活動の変化」をテーマとして、コロナ下において貧困・孤立など

の地域課題が顕在化したことを受けて、ＮＰＯ活動の抱える課題についてアンケー

トやヒアリングによる実態把握調査を行い、今後の政策対応について検討してきた。

もう一つは、コロナ下におけるテレワークの実施など、人びとのライフスタイルや

人口の移動の動態に変化が生じていることを捉えて、「地域づくりとワーケーショ

ン」をテーマとした調査を進めてきた。 

この２つのうち、ワーケーション調査の射程を拡げ、今号の特集テーマは、「ポ

ストコロナを見据えた地域づくり―ワーケーションを手がかりとして―」とした。

当センター調査報告書「かながわの地域づくりとワーケーション」の掲載に加えて、

コロナ下の逆境において、ワーケーションの推進を積極的に進めている本県内に位

置する逗子市の取組みについても紹介している。さらに、都市計画と地域づくりに

造詣の深い、筑波大学大学院教授 谷口 守（たにぐち まもる）氏の寄稿及び地域

づくりの実践的研究者である慶應義塾大学ＳＦＣ研究所所長・同大学総合政策学部

教授 飯盛 義徳（いさがい よしのり）氏のインタビュー記事を掲載している。連

載「神奈川の知的資源」では、放送大学、明治学院大学、八洲学園大学、横浜商科

大学で活躍されている研究者の方々及び女子美術大学美術館を御紹介した。 

コロナ下の困難な状況にあっても、ポストコロナを見据えた、多彩な選択肢の中

から希望する生き方を自ら選ぶことができる自由度の高い社会の実現に向けた施

策の展開は、肝要である。そういった意味でも、目前の政策課題について、ひとつ

ずつ丁寧に地道な調査を積み上げ、解決に向けた政策対応の方向性を導き出してい

くことが求められている。そして、それに応えていくことこそ、当センターの役割

と考えている。 
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